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1.はじめに 

我が国は、地理的に環太平洋地震帯上に位置し、世界でも有数の地震多発国である。特に、太平洋沿岸の大都市

圏は、沖積平野に位置し地震被害が拡大する危険性が高い地域である。近年の地震被害は、地震の揺れによる直接

的な構造物被害だけではなく、地盤の液状化に伴う地震被害も多く見られる。そこで本研究は、広範囲で液状化被

害が発生した千葉県浦安市に着目し、液状化指数 PL値を用いた液状化予測手法(PL法)に地盤特性を想定・加味する

ことにより液状化予測の高精度化を目的とした。 

2.検討方法 

既存研究等 1)では、柱状図から必要な各種地盤特性値を求め、PL 法に利用している。ここで、選定する柱状図の

量・質にばらつきがあると検討結果に誤差が生じる。このような場合は、各種地盤特性値を種々の地盤想定ソフト

を用い補間して利用するが、補間作業を行うにあたって選定した柱状図が対象地域の地盤特性に合致している

かの検証作業に差があった。本研究では、対象地域の地盤特性として PL 値計算に大きな影響を与える実効震

度に着目し、地盤特性に合致しないデータを省いた条件で地層地盤想定ソフトを用いた。その計算結果と、既

存の液状化危険度と実際の被害との比較をした。 

3.対象地域の地盤状態の把握 

液状化現象は、沿岸埋立地、沖積平野で起こりやすい。浦安市は、市全

体を通して埋立地が多く、液状化現象が起こりやすい地盤で構成されてい

ることが知られている 2）。 

 本研究では、表 1のように液状化被害を 4段階に分け、図 1 に示した液

状化被害の地域分布が浦安市の地盤特性，埋立年代などと複合的に関係す

ると考えた。よって、浦安市における液状化被害地域を埋立終了年代別に

区域分けし、区域ごとの既存柱状図分布を示した(図 2 参照)。図 2 に示す

ボーリング柱状図 3)を利用して対象地域の地盤構成を検討したうえで、地

盤構成解析ソフト等を用いて、浦安市全体の地盤特性を把握した。 
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図 1 浦安市の液状化被害の発生範囲 

表 1 浦安市の液状化被害の４段階判定 

図 2 浦安市の埋立年代別地図 

埋立範囲 終了年代

赤枠 1948年

黄枠 1967年

緑枠 1970年

青枠 1975年

紫枠 1977年

黒枠 1985年

●・・既存柱状図 
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4.液状化判定手法 

本研究では液状化現象の判定方法として、FL値，PL値を用いた判定方法 4)を用いる。 

FL値と PL値の算定式を式(1)、(2)に示す。 
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ここで、FL：液状化抵抗率，R：液状化強度比，L：繰り返しせん断強度

比，PL：液状化指数，x：深さ(m)である。この計算では、深さ 20ｍまでの沖

積層、またはその厚さが 20m よりも浅ければ、その深さまでを計算対象と

し、式(1)の FL値の計算に必要な地震力は、東北地方太平洋沖地震を用いて、

浦安市の地震応答解析を行い得られた実効震度を用いた。 

＜実効震度の選定＞ 

 当該地域では、検討各箇所の柱状図などを用いて実効震度を算出した後、

グラフ・コンター図作成ソフトを用い統計処理することで各検討箇所間の検討

結果の有効性を評価した。結果として、実効震度利用可能なデータ数が 50 箇

所となった。しかし、既存のグラフ・コンター図作成ソフトでは、検討境界付

近のデータが不足すると、区域縁部などが不正確になることが多い。よって、

対象区域の地盤構成・特性などについて検討したうえで、区域境界付近の実効

震度などを地盤仮定し、再度、実効震度評価を行った結果、有効と判断された

結果は 33 箇所であった。先行検討結果では、相関係数 R=0.5071 となり、相関

が良好とはいい難い(図 3 参照)。再地盤評価を行った結果後の相関係数は

R=0.8123 と相関が良くなった(図 4 参照)。この結果をもとに、当該

地域の PL値の計算を行った。 

＜PL値の計算＞ 

本研究では PL値の計算を行うにあたり、表 2 に示す条件を設

定した。(1)，(2)式を用いて、当該地区における PL値の検討結果

を表 3 のような 4 段階分けた。検討した結果、表 2 の 1-2 のケースが

もっとも被害に適合した。この結果を図 5 に示し、PL値検討結果を使用して

PL値コンター図を作成した。コンター図のラインの詳細を表 4 に示す。作成

した PL分布と実被害状況もおおむね合致した。 

5.まとめ 

今回の PL 値計算では、地下水位を変化させて検討したが、浦安市が埋

立地であることなどから基本的に地下水位が高いと考えられ、地下水の設

定条件では有意差がみられないという結果になった。ただし、シルト層の

液状化条件では、「液状化しない」と仮定した場合が実被害状況と概ね合

致した。この結果を基に、地盤特性の要素等を選出することで、広範囲に

おけるより高精度な液状化判定が可能であると考える。 
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図3 既存研究の実効震度相関図 

図 4 選定後の実効震度相関図 

判定結果 記号・色

PＬ＞15 ■

15≧PL＞5 ■

5≧PL＞0 ■

PL=0 ■

コンター図のライン PL値

黒 25

紫 20

赤 15

黄 10

緑 5

表 3 ライン色と PL

値 

表 4 計算結果と記号 

図 5 実被害と適合した条件の図 

液状化すると仮定 液状化しないと仮定

実測値に設定 １－１ １－２

地表面に設定 ２－１ ２－２
地下水位

シルトについて

表 2 PL値計算の検討条件 
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